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研究要旨 

【背景】令和 2 年度から始まった「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」の実施市町村割合

は、2年度は全国 1,741市町村のうち 21％であったが、3年度は 46％、4年度は 62％と年々増加、6

年度の全国実施に向けて進んでいる。一方、事業を開始はしたものの、実施体制の構築、保健事業の

実施方法、事業評価などに課題を感じている市町村が少なくない。本事業をより効果的・効率的に

実施していくためには、科学的根拠に基づく現場に即した方法の提示、広域連合や市町村に役立つ

ツールや解説書の提供、研修の充実、事業評価方法の確立等が求められている。

【目的】本研究では ① 後期高齢者の質問票の検証、② 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

の事業検証、③ 高齢者の保健事業プログラムの進捗に向けたマニュアル・研修資材等の開発、④ 保

健事業対象者の抽出方法の検討、⑤ 高齢者の保健事業の企画、実施、評価のサポートとなる実践支

援ツールの開発等を実施、一体的実施の推進に寄与することを目的として研究を実施した。 

【結果】① 各分担研究にて後期高齢者の質問票の妥当性を検証、構成概念妥当性、フレイルや口腔

所見との関連、医療費や要介護認定との関連などの知見が集積した。健診、通いの場、慢性疾患診療

の場面で検証されたが、4 項目以上該当で要介護リスクが高まることが一致した。② 一体的実施の

事業進捗チェックリストに基づいた各段階における達成状況をみると、大規模自治体では地区別の

細やかな分析・推進に困難感があること、小規模自治体では対象選定基準や目標設定に関する迷い

やマンパワー・時間の確保に関する困難が挙げられた。低栄養、身体的フレイル、口腔の各保健事業

の事業検証では、質問票の回答の改善だけでなく、要介護認定、医療費等の抑制の可能性が示され

た。③・④国保データベース（KDB）システムを活用した「一体的実施・KDB 活用支援ツール」で生

成する CSV データを用いた事業フローを作成、保健事業のポイントについて動画を作成した。活用

状況を厚生労働省の実態調査で確認した。⑤ ④の CSV データから簡単に対象者の選定、評価ができ

る二次加工ツールを開発、解説書を作成した。性・年齢階級別集計、重複状況、事業フローに合わせ

たリスト作成、個別管理表、データヘルス計画に活用できる機能を盛り込んだ。 

【考察】質問票についてのエビデンスを蓄積し活用法を提示した。保健事業での有効な活用が期待

される。自治体の規模別に課題が異なっており、市町村に合わせた支援が必要と考えられた。本研

究班の成果物として「進捗チェックリストガイド」、「抽出条件の考え方と保健事業への活用」、「実

践支援ツールの保健事業への活用」の三部作を作成、これらを活用することにより、一体的実施の

全国的な広がりに寄与する可能性が示唆された。 
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A．研究目的 

高齢化の進行に伴い、高齢期の健康保持・フレイ

ル対策は重要性を増している。厚生労働省は令和

元年 10月に「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガ

イドライン第 2版」を発表、2年度より後期高齢者

医療広域連合（以下「広域連合」）と市町村が主体

となり、介護保険の地域支援事業や国保の保健事

業と一体的に保健事業を実施することとなった。

健診データ、後期高齢者の質問票（以下「質問票」）

やレセプト（医療・介護）情報から、低栄養、フレ

イル、重症化予防等の対象者を選定し、高齢者の特

性に合わせた保健事業を実施するものである。 

令和3年度の厚生労働省実施状況調査によると、

1,741 市町村のうち 2 年度には 21％、3 年度には

46％、4 年度には 62％が広域連合から委託を受け

て本事業を実施した。質問票は健診時のみならず、

通いの場や郵送での健康状態確認にも用いられて

いた。一方、自治体の庁内連携、KDB等のデータ分

析、事業評価などの面で課題が挙げられている。国

は令和 6 年度までに全自治体で実施することを求

めており、これまで以上に具体的な指針が必要と

されるところである。 

本研究班の目的は、一体的実施を推進するため

の科学的知見の集積ならびに具体的な方法論の検

討、自治体の支援となるような研修資材や解説書

の作成、ツール開発、自治体における効果検証を実

施することである。 

 

【研究全体の流れ図】 

 

 



B．研究方法 

流れ図に示したように、厚生労働省の政策の

展開に合わせ、必要とされる研究を実施した。 

全体での研究については４回の班会議のほか、

小グループでの作業、メール審議により、保健

事業フローの作成と動画等研修資材の作成、評

価指標の検討、実践支援ツールの開発と解説書

作成、分担研究についての横串を指した議論な

どを行った。 

質問票の検証は分担研究者の各フィールドで

実施した。保健事業の検証は、各フィールドで

各テーマについて検証するとともに、全国的に

は厚生労働省の実態調査、国保中央会の研修ア

ンケート等で自治体の状況を確認した。

①後期高齢者の質問票の検証

分担研究者は各研究フィールドにおいて質問

票による調査を実施し、断面調査での指標間の関

連、追跡調査による要介護状態との関連、有疾患

者における質問票の妥当性の検討など、テーマを

定めて調査を行った。 

1) 質問票の信頼性と妥当性の検証（飯島）

千葉県柏市における 2020 年度後期高齢者健

康診断の受診者 18,130 名（平均 80.1±4.1 歳、

女性 55.1%）を対象に、要介護認定状況を 2022

年 1 月まで追跡した。医療レセプトデータより

健診受診時の後期高齢者の質問票、年齢、性別、

世帯数、BMI、ICD-10コードからチャールソン併

存疾患指数、筋骨格系・結合組織の疾患の有無

を評価した。 

2) 質問票の構成概念妥当性・併存的妥当性に

関する検討（石崎） 

研究①：「質問票 12 項目」の併存的妥当性を検

証した。質問票に含まれるすべての項目「質問

票 15 項目」との併存的妥当性をサブ解析①とし

て実施した。また、J-CHS基準は主に、フレイル

の身体的側面を捉えているため、「質問票 12 項

目」のうち、フレイルの身体的側面を把握して

いる 8 項目に限定した場合の併存的妥当性をサ

ブ解析②として実施した。 

研究②：北海道後期高齢者医療広域連合から提

供を受けた国保データベースの質問票を用いて、

実際の健康診査の場で取集された質問票データ

の構成概念妥当性を検証した。 

3) 質問票の口腔関連項目の妥当性の検証（渡邊） 

研究①：後期高齢者歯科健診を受診した 2,190

名の歯科健診の結果およびレセプトデータを用

いて、後期高齢者の質問票の口腔に関する質問

の結果と１年間の医科および歯科医療費との関

連を一般化線形モデル分析で検討した。 

研究②：健康啓発健診に参加した地域在住高齢

者から採取した唾液の真菌叢解析を行い、後期

高齢者の質問票の口腔に関する設問との関連を

検討した。 

4) 関節リウマチ（RA)患者を対象とした後期高

齢者の質問票の信頼性・妥当性の検証（小嶋） 

2020 年 8月～2021年 6月に、愛知県内のリウ

マチ専門医の協力の下、RAの診断を受けた 65才

以上の患者を対象に、後期高齢者の質問票と、

包括的 QOL尺度である EuroQol 5 Dimension 5

水準版(EQ-5D-5L)、および基本チェックリスト

による調査を実施し、「後期高齢者の質問票」15

項目との関連を調べた。初回の調査回答者 867

人に対し、1年後に再調査用紙を郵送した。2回

の調査を完了した 678人のデータを分析した。 

5) 健診情報および予後情報を突合した地域在

住後期高齢者データセットの解析（鈴木、斎藤） 

JAGES2010調査対象者のうち、愛知県知多地域

の 3 市町に居住する 75 歳以上男女 4,623 名に

ついて、ベースライン年の健診受診有無、健診

受診有りの者には健診データを突合、2021 年 3



月までの新規要介護認定発生および死亡等を突

合するデータセットを構築した。アウトカムは、

新規要介護認定および死亡まで日数とした。対

象者をロバスト、プレフレイル、フレイルにカ

テゴリー化した。共変量は年齢、教育、居住形

態、既往とし、性別に解析した。予後リスクにつ

いては Cox 比例ハザードモデルにより解析した。 

6) 質問票と脳 MRI所見の関連（岡村）

神戸研究の 75歳以上の参加者について、高齢

者の質問票、特定健診の問診票の項目と一般健

診項目、脳 MRI の画像所見との関連を比較検証

した。 

②高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の

検証 

1) 事業推進の現状と課題：自治体規模の観点よ

り（樺山） 

大阪府下で R4 年度に一体的実施を実施して

いた 33 市町村を対象として、「高齢者の保健事

業と介護予防の一体的実施のための進捗チェッ

クリストガイド」に基づき実施状況について自

己評価をつけてもらった。点数は、1(最小)～3

（最大）点として、当該項目の内容を実施して

いない場合を 1 点、十分に実施できている場合

は 3 点とした。また、各項目における課題につ

いて具体的に記載を求めた。回答について、そ

の自己評価点および記載事項を、市町村人口規

模および医療圏の観点から分類・分析した。 

2) 低栄養高齢者の栄養相談による医療費の推

移の検討（神奈川県大和市）（田中） 

研究① 低栄養高齢者に対する個別栄養相談（ハ

イリスクアプローチ）:令和元年度大和市特定健

診・長寿健診にて BMI18.5 未満かつ前年度健診

より 2kg 以上の体重減少のあった者のうち、要

介護認定のない者 187 名を対象として、6 か月

に 3 回、管理栄養士が訪問または電話による栄

養相談を実施した。KDB システムより医療費を

把握できる者について、介入前後 3 か月間の医

療費の変化を集計・比較した。 

研究② 通いの場参加者に対する健康教育・栄養

相談（ポピュレーションアプローチ）:通いの場

（ミニサロン）24か所の参加者のうち、自記式

質問票「フレイルチェック票」（後期高齢者の質

問票を含む）、KDB システムにより令和 3年度年

間総医療費が把握された 353 名（男性 62名、女

性 291 名）を解析対象とした。年間総医療費を

0～20万円群、20～60万円群、60～100万円群、

100 万円以上群の 4 群に分け、χ2 検定を行い、

医療費と生活全般の特徴との関連を検討した。 

3) モデル地域における一体的実施と地域の住

民主体によるフレイル予防活動の連携（飯島） 

「一体的実施・KDB 活用支援ツール」から低栄

養、口腔機能低下、身体的フレイルの対象者を

抽出し、①質問票の結果、②自治体事業の案内、

③フレイルチェック、フォロー講座の案内を記

載した啓発チラシを対象者全員（113 名）に郵送

した。事業のフローと参加者の状況を確認した。 

4) 口腔に関する介入効果（渡邊）

保健事業による健康啓発健診に参加した地域

在住高齢者に対して、口腔に関する介護予防事

業を行い、後期高齢者の質問票の口腔に関する

設問に関して効果を検討した。 

③、④「一体的実施・KDB活用支援ツール」の CSV

データを用いた事業フロー、研修資材の作成と

評価 

各取組（栄養、口腔、服薬、身体的フレイル、

重症化予防、健康状態不明者）別に、一体的実

施・KDB 活用支援ツールから得られる CSV デー

タをもとにした事業展開方法についてフロー図

を作成、1広域 4自治体のデモデータをもとに、

対象人数を試算した。 

分担研究者は自治体支援を行う中で、一体的



実施の事業評価方法を検証し、全国で活用しう

る標準的な指標を提案した。 

市町村における「一体的実施・KDB活用支援ツ

ール」の活用状況について、令和 4 年度厚生労

働省実態調査にて確認した。 

⑤「一体的実施・実践支援ツール」の開発と解説

書作成 

令和 3年度の「一体的実施・KDB活用支援ツー

ル」では、10の抽出条件に基づいて対象者を抽

出し、健診・質問票、医療レセプト、介護情報を

一元化して CSV として提供される。③のように

広く用いられるようになったが、事業実施・評

価に役立たせるためには、統計の知識・エクセ

ルの取り扱いスキルや作業時間を要するため、

より簡便なツールが必要とされる。そこで、研

究班では CSV 情報を二次加工して対象者の全体

像の見える化、配慮すべき疾患（認知症や脳卒

中等の状況）、絞り込み条件に合わせたリストや

個票作成、事業評価（進捗管理とアウトプット

評価）ができる実践支援ツールを開発した。 

また、このツールを活用して広域連合、市町

村が保健事業に取り組めるよう解説書「一体的

実施・実践支援ツールの保健事業への活用～実

践・評価編」を作成した。 

⑥ 研究成果の国の政策への展開

厚生労働省 WG において研究の紹介をおこな

い、国の政策に反映した。国保中央会の横展開

事業に協力し、動画作成、研修、ワーキングへの

協力を行った。 

C．結果 

①後期高齢者の質問票の検証

各分担研究における今年度の成果の概要を示

す。詳細は各分担報告書に記載している。 

1) 質問票の信頼性と妥当性の検証（飯島）

千葉県柏市の医療・介護レセプトデータを用

いた検討により、後期高齢者の質問票を用いた

事業対象者の選定基準（身体的フレイル、口腔

機能低下）は要介護新規認定を予測可能である

ことを見出した。一方で、低栄養基準は該当率

の低さも起因し、要介護新規認定との有意な関

連はみられなかった。本質問票を活用した事業

対象者の選定基準を活用し、保健指導と介護予

防を一体的に取組むことが、自立期間の延伸に

寄与する可能性があり、今後の基盤研究が求め

られる。 

2) 質問票の構成概念妥当性・併存的妥当性に関

する検討（石崎） 

研究①：「質問票 12 項目」のフレイル判別能を

「15 項目」と比較したところ、「12 項目」の判

別能は「15項目」と同等であった。 

研究②：令和２年度の分担研究（SONIC研究）で

捉えた構成概念モデルは、北海道の 75歳以上の

健診受診者から収集された質問票データでも良

好に適合していた。 

3) 質問票の口腔関連項目の妥当性の検証（渡邊） 

研究①：「お茶や汁物でむせることがある」に該

当した者は医科の年間外来医療費が高額である

ことと有意な関連を認めた(OR = 1.143, 95％CI:

 1.016 - 1.287）。「半年前に比べて硬いものが食

べにくくなった」に該当したものは歯科の年間

外来医療費が高額であることと有意な関連を認

めた(OR = 1.210, 95％CI: 1.062 - 1.376）。 

研究②：「お茶や汁物等でむせることがあります

か」と C.albicans と C.glabrata の２種の真菌

の検出との関連が認められた(OR = 2.73, 95％CI:

1.33- 5.60）。 

4) 関節リウマチ（RA)患者を対象とした後期高

齢者の質問票の信頼性・妥当性の検証（小嶋） 

全体で 678人が 2回の調査を完了した。EQ-5D

の臨床的最小重要差である 0.036 を基準として



QOL 悪化群と不変～改善群に分けた場合、ベー

スライン時の「7.歩行速度低下」と「11.日付の

見当識」の 2 項目は、性・年齢・ベースライン

の EQ-5D を調整したロジスティック回帰分析で

1.6 倍前後の QOL悪化リスクを示した。「後期高

齢者の質問票」15 項目中、4 項目以上で好まし

くない回答を選択した場合は 2.6 倍のリスク増

であった。 

5) 健診情報・予後情報を突合した地域在住後期

高齢者データセットの構築（鈴木、斎藤） 

後期高齢者において、フレイルになるほど健

診受診率が低下すること、健診受診とフレイル

とが独立して要介護認定発生や死亡に関連する

こと、これらの組み合わせは相加的に予後リス

クを悪化させることが明らかとなった。

6)質問票と脳 MRI所見の関連（岡村）

2022 年末現在、128人（男性 58人、女性 70

人）の MRI の撮影と一次読影が完了した。無症

候性の所見として、ラクナ梗塞、血管壁広狭不

整、脳室周囲白質病変、深部皮質下白質病変、脳

萎縮所見が判定された。一次読影では、ラクナ

梗塞は、男性 24.1%、女性 4.3%と分布に有意差

を認めたが、他の病変に男女差はなかった。現

在、MRI所見は二重読影中である。データ突合が

できた 40名について、問診と各種所見との関連

を検討したが、人数が少なく特に有意な関連を

示した項目はなかった。 

②高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の

検証 

1) 事業推進の現状と課題：自治体規模の観点よ

り（樺山） 

自治体の自己評価点数は、全ての項目におい

て R3 年度と比較して R4 年度には向上または維

持しており、とくに事業評価について大きな向

上が認められた。小規模よび大規模自治体にお

いて点数が全体平均より低い項目が多い傾向が

認められた。自由記載の分析では、大規模自治

体では、地区別の細やかな分析および推進にお

いて、その地域数の多さから困難感があること、

小規模自治体では対象者数が少ないことにより、

その対象選定基準や目標設定に関する迷いやマ

ンパワー・時間の確保に関する困難の記載が多

く認められた。 

2) 低栄養高齢者の栄養相談による医療費の推

移の検討（神奈川県大和市）（田中） 

研究① 低栄養高齢者に対する個別栄養相談（ハ

イリスクアプローチ）:管理栄養士による介入前

後 3 か月間の医療費を比較した結果、後期高齢

者において介入者 101％（前年比）に対し、非介

入者 110％（前年比）であり、特に調剤費につい

て違いがみられた。 

研究②：通いの場参加者に対する健康教育・栄

養相談（ポピュレーションアプローチ）:管理栄

養士が介入しているミニサロンのうち KDB シス

テムより医療費を把握できる参加者は、約 8 割

が年間総医療費 60万円未満であった一方、全体

の 8.8％が年間総医療費 100 万円以上に該当し

た。医療費が高いほど要支援・要介護認定者の

割合が高く、かつ要介護度が高い傾向にあり、

総医療費に占める入院費の割合が高いことが明

らかになった。医療費が高いほど、口腔機能の

低下や運動機能の低下、加えて体重減少の傾向

も確認された。歯科関連の専門職やリハビリ専

門職等との連携の重要性が推察された。 

3) 集いの場におけるアウトリーチ体制の構築

（飯島） 

質問票で抽出した全員を直接専門職へつなぐ

のではなく、自分の状態を理解したうえで、フ

レイル度の高い対象者を専門職支援につなげる

という優先度を考慮した段階的な支援を行った。

前年度よりも専門職支援に繋がった割合が高い

ことや参加者の感想から、実測値による測定や



専門職の講座によって、気づきや自分事化につ

ながり優先度を考慮した支援ができる可能性が

示唆された。また、直接的な支援に繋がらなか

った対象者に対しても、自分の結果の見える化

と健康情報を合わせた啓発チラシを郵送するこ

とで、意識変容が期待された。 

4) 口腔に関する介入効果（渡邊）

保健事業と介護予防の一体的実施によって

「半年前に比べて硬いものが食べにくくなっ

た」、「お茶や汁物等でむせることがありますか」

の項目で効果が認められた。 

③、④「一体的実施・KDB活用支援ツール」の CSV

データを用いた事業フロー、研修資材の作成と

評価 

CSV データならびに昨年度作成した「抽出条

件の考え方と保健事業への活用」をもとに 10種

類の保健事業フローを作成（図１）し、広域連

合、都道府県、厚生局、都道府県国保連合会を対

象とした支援者研修（6月）、市町村向け研修（11

月）にて動画配信、オンライン講演を行い、全国

の担当者等に向けて普及した（図１）。 

2023 年 11～12 月に厚生労働省が実施した、一

体的実施実施状況調査（悉皆調査）で、「一体的

実施・KDB活用支援ツール」の活用状況について

確認した（図２）。「ツールを用いてデータを抽

出、活用している」のは 591市町村（34％）、抽

出したデータの提供を受けて活用している 53

市町村（3％）と調査時点での活用は約 4割であ

った。使うことを検討中なのは 639市町村（37％）

であり、全国の 74％の市町村が一体的実施にお

けるツールを活用することが期待される。活用

場面としては対象者の抽出、事業計画（概数把

握）の順であり、保健事業の優先順位の検討や

事業評価を挙げた市町村が 3 割にとどまるため、

さらに使いやすいツールが求められる。 

役立ち度としてはすでに使っている市町村の

96％が役立つ、まあまあ役立つと回答していた。 

⑤「一体的実施・実践支援ツール」の開発と解説

書作成 

実践支援ツールの概要並びに解説書は、Ⅲ．

成果物に掲載した。国保中央会が開発した一体

的実施・KDB 活用支援ツールで生成する 10種類

の CSV を取り込み、以下の作表をエクセル（マ

クロ）にて行うものである。(図３)

一体的実施・実践支援ツールの機能 

事業企画 性・年齢階級別の該当者数 

抽出条件間の重複状況 

介護や重症疾患などの保有者数 

対象者 

リスト

作成 

各集計カラムから対象者リスト作成 

CSVよりフローに従い絞り込み 

さらに絞り込む場合には一覧からフィル

ター機能を使ってリスト化

実施状況

記録 

事業実施状況登録 

個別の事業ごとに状況登録（個別管理表に

て進捗状況を示す） 

評価 アウトプット評価は実施状況記録から可能 

広域連合は域内保険者の対象者概数を把

握可能 

本ツールの開発段階から 2 広域、5 市の担当

者の意見を聴取、デモデータを用いて開発した。

ツールを自治体にて実際に試用の上、解説書（巻

末：成果物）についても意見を聴取し、本年度対

応できる範囲で修正を行った。 

主な意見は次の通りである。 

・評価指標、対象者の選定が標準化できる。

・全体像の把握や年次計画を作るのに便利。

・KDB に慣れていない自治体でも活用できる。

・操作は簡単である。データのダウンロードか

らツールの基礎部分までを事務職、深掘りを

保健師等の役割分担も可能になる。



（今後改善すべき点） 

・大規模自治体では個別管理表をみるのに時間

がかかる。容易に検索できるとよい。

・もとの CSV 情報の抽出年度が健診・医療・介

護によって時期が異なるので注意を要する。

・事業履歴データベースなど、応用編は扱いに

くいところがある。

・登録情報を KDBに反映できるとよい。

⑥ 研究成果の国の政策への展開

１）「令和４年度高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施に係る支援者研修会」 

令和 4年 6月 20日の研修会に向けた動画

作成（6月上旬動画配信） 

作成動画：一体的実施・KDB 活用支援ツー

ルを活用した支援について（総論、個別

の抽出条件について） 

参加者：国保連合会担当者、後期高齢者医療

広域連合担当者、都道府県(保健所を含

む)担当者、地方厚生局担当者、等  

500 名 

動画視聴 

公開～6月 20 日まで総再生回数：3,051 回 

公開～8月末までの動画再生回数：6,010 回 

都道府県研修での動画活用、市町村からの希

望により、令和 5年 3月まで動画視聴可能と

した。 

２）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

の推進に向けた研修会

令和 4年 11 月 25日（金）オンライン 

講演「一体的実施の推進に向けて～研究班作

成のツール等の活用について～」 

事例および事前質問へのコメント・回答 

参加者：都道府県(保健所を含む)担当者、市

町村担当者、後期高齢者医療広域連合担当

者、国保連合会担当者、地方厚生局担当者 

4,143 名（参加市区町村：1,082自治体） 

３）厚生労働省．ワーキンググループ等への情

報提供 

・第 1 回高齢者保健事業の実施計画（データヘ

ルス計画）策定の手引きに係るワーキンググ

ループ

令和 4年 9月 28日：「⼀体的実施・KDB 活⽤
⽀援ツール」の抽出条件の考え⽅と 保健事業へ
の活⽤ Ver.1 を資料提供 

・高齢者の保健事業のあり方検討ワーキンググ

ループ

令和 5 年 3 月 13 日：「一体的実施・実践支援ツ

ール」解説書を資料提供 

研究班会議開催状況 

①第 1回班会議（４月 19日。補足 27 日）

・KDB活用支援ツール、解説書（令和 3年度成果

物）の反響、 

・CSVデータのデモデータ分析について

・CSV の二次加工について

・国保中央会の横展開事業への協力について

（研修、動画作成）

・分担研究 今年度計画

②第２回班会議（７月８日）

・国保中央会研修の振り返り、動画配信の期間

延長について 

・実践支援ツールの開発について

・事業評価指標の検討

・分担研究の進捗状況

③ 第 3回班会議（11月 16 日）

・ツール開発の進捗状況

・解説書作成について

・自治体からのフィードバック

・ツールのデモンストレーション

・分担研究の進捗状況

④解説書作成のための小グループ MT



・解説書の方針、総論の内容確認

・個別事業の記載方法について

⑤第４回班会議（令和 5年 2月 20日）

・実践支援ツールの状況と解説書について

・データヘルス計画 共通評価指標について

・分担研究の進捗状況

・今年度のまとめ

D．考察 

本研究では ① 後期高齢者の質問票の検証、

② 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

の事業検証、③ 高齢者の保健事業プログラムの

進捗に向けたマニュアル・研修資材等の開発、

④ 保健事業対象者の抽出方法の検討、⑤ 高齢

者の保健事業の企画、実施、評価のサポートと

なる一体的実施・実践支援ツールの開発等を通

じて、一体的実施の推進に寄与することを目的

としている。 

質問票についてのエビデンスが蓄積し、自治

体で科学的根拠をもとに活用していただけるこ

ととなった。研究班が作成した「進捗チェック

リストガイド」をもとにした自己評価では、自

治体規模別の課題を浮き彫りにすることができ

た。規模別の共通の課題に対する対策について

は、国、国保中央会とも情報共有し、具体的な対

策につなげていく必要がある。 

低栄養、口腔、服薬、身体的フレイル、重症化

予防、健康状態不明の 6 つの分野について抽出

ツールをもとにした事業の進め方、評価の考え

方の整理を行った。また複数のテーマ（重複を

含む）の実証により、質問票・健診・医療・介護

のデータを活用して対象者を抽出することの意

義、評価方法について確認することができた。

これらは広域連合のデータヘルス計画の標準指

標としても参考になると考えられた。 

さて、研究計画書において、本研究の成果と

して期待される効果については、以下の６点を

挙げている。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

１）具体的な進捗管理や必要な対象者を抽出す

る方法論の提示、ツールの開発を行うことによ

り、広域連合・自治体の事業開始を促進するこ

とにつながる。 

２）本研究の成果物である、進捗チェックリス

ト、一体的実施・実践支援ツールは、研究班での

検証の後、広く全国で使ってもらうことを想定

している。このことにより、本研究の波及効果

が期待できる。 

３）保健事業による評価をおこなうことにより、

本事業の意義や課題を明らかにすることができ

る。 

４）研究の過程において、ガイドラインの課題

や修正すべき点を発見することが可能であり、

より実践的な第 3 版に向けた提案をすることが

できる。 

５）保険者が令和５年度に策定する次期データ

ヘルス計画について、KDB 等を活用した健康課

題の把握や、実現可能性があり効果が期待でき

る保健事業計画につながるような提案を行う。

以上の取り組みにより、多くの自治体が本事業

にきちんと取り組み、後期高齢者の在宅自立期

間の延長（健康寿命の延伸）ができることにつ

ながると考えている。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

１）については、研究班にて令和 2 年度に作成

した進捗チェックリストガイドは事業の立ち

上げに役立つだけでなく、今回樺山らの報告

にもあるように、広域、市町村の自己評価に

役立つこと、その結果から次の課題が明確化

することが確認できた。令和 3 年度に保健事

業の対象者抽出方法を研究班より提示、それ

をもとにした「一体的実施・KDB支援ツール」

は自治体で広く活用されていることが確認で

きた。今年度開発した実践支援ツールは、CVS

からの加工に不慣れな自治体においても、デ



ータを取り込むだけで作表できる機能を有し、

複数の抽出条件を横断的に確認することが可

能である。 

ただし、本ツールについては今後、実用化に

向けて解決すべき課題も明らかとなった。例

えば、大規模自治体での操作性の問題、事業

履歴をより使いやすくしてほしいなどの要望

が上がっている。また、KDB活用支援ツールで

作成される CSV、もしくは KDB の活用上の課

題として、健診・レセプト・介護の情報の時期

ズレをどう扱うか、通いの場等の健診時以外

に取得した情報の活用、事業実施履歴の登録

が難しい（活用しにくい）などの点が指摘さ

れている。今後、本ツールの活用事例を検討

し、対策を検討していく必要があると考えて

いる。 

 ２）本研究班で作成した解説書等については、

国保中央会の横展開事業において普及するこ

とができた。オンライン形式ではあるが、広

域連合・国保連合会向け、市町村向けの研修

で情報提供した。また研究班ホームページか

らダウンロードできるようにしている。 

https://ktsushita.com/index.php/4kenkyuhan/kenkyuha

n-koureisya/ 

厚生労働省の実態調査においても活用が確認

できており、本事業の推進に寄与できている

ものと考えている。 

３）保健事業の評価については、分担研究に

おいて個別のテーマの評価を主体に研究を進

めてきた。ツールにより対象者抽出方法の標

準化が進むにつれて、複数自治体、広域全体

での事業評価を進めていくことが可能な基盤

ができつつある。今回の研究の成果を活かし、

効果検証の在り方についてさらに研究を進め

ていく必要がある。また、本事業の科学的エ

ビデンスを証明できるよう、効果検証につい

てリアルワールドでの研究デザインを検討す

べきと考えられる。 

４）厚生労働省のガイドライン第 2 版（令和

元年 10月）は本事業の開始前に策定されたも

のであり、補足版（令和 4 年 3 月）において

若干の修正がなされ現在に至っている。制度

開始以降、多くの好事例が報告されているこ

と、本研究においても課題や修正すべき点が

見えてきていること、データヘルス計画に基

づく個別事業としての整理が必要なことなど、

ガイドライン改訂に向けて提案を整理したい。 

５）令和 4 年度には、次期データヘルス計画

策定に向けて、とくに標準的な評価指標等に

ついて厚生労働省に提言することができた。

全国の自治体で把握可能な指標と考えている

が、その際、研究班で作成したツールおよび

解説書が現場で役立つことを期待している。 

 

E.結論 

厚生労働省、国保中央会・連合会、広域連合、

市区町村の協力のもと、質問票についての研究、

保健事業に関する実態調査、研究班成果物につ

いての調査等を実施した。今年度は一体的実施

を簡単に進められるように保健事業フロー作成、

ツール開発と解説書作成をおこなった。また、

データヘルス計画の標準指標についても提言し

た。一体的実施については効果的な実施に向け

ての課題はまだ多いが、事業支援につながる研

究ができたと考えている。 
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防の一体的実施の効果的な推進について．令和

４年度高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
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主催：大阪府福祉部 介護予防の推進に資する指

導者養成事業．2022 年 10月 2日．大阪市． 
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府後期高齢者医療広域連合．2022 年 5 月 20 日．

大阪市 

 

 

 



H．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 

該当なし 



（1）低栄養 （解説書Ver.1 P10～11）
A市① 条件：BMI≦20 かつ 質問票⑥（体重変化） ⇒ 80人

要介護認定なし：58人

BMI18.5㎏/㎡未満 31人

リスト該当者 80人

要介護3以上：6人、要介護1～２：2人

要支援２：4人、要支援１：１0人

BMI18.5㎏/㎡以上20.0㎏/㎡以下 27人

健診での体重変化
体重2.0㎏/年以上減少 12人

電話・訪問にて個別相談電話・訪問にて個別相談

低栄養

・地域ケア個別会議等と連携
・短期集中サービスC等と連携

健診での体重変化
体重2.0㎏/年以上減少 11人

質問票①(健康状態あまりよくない) 3人
体重減少が大きい人（10%以上の減少等） 4人

質問票①(健康状態あまりよくない) 3人
体重減少が大きい人（10%以上の減少等） 4人

・管理栄養士等の訪問が望ましい
・場合により以下の条件を兼ね合わせた対象者を
優先することも考えられる

・場合により以下の条件を兼ね合わせた対象者を
優先することも考えられる

1

A市（人口約8万人、後期高齢者1.2万人）をモデルに例示

（1）低栄養 （解説書Ver.1 P10～11）
A市① 条件：BMI≦20 かつ 質問票⑥（体重変化） ⇒ 80人

要介護認定なし：58人

BMI18.5㎏/㎡未満 31人

リスト該当者 80人

要介護3以上：6人、要介護1～２：2人

要支援２：4人、要支援１：１0人

健診での体重変化（前年度健診結果がある場合）

体重2.0㎏/年以上減少 12人

電話・訪問にて個別相談

低栄養

・地域ケア個別会議等と連携
・短期集中サービスC等と連携

（参考）
質問票①(健康状態あまりよくない) 3人
体重減少が大きい人（10%以上の減少等） 4人

・管理栄養士等の訪問が望ましい
・場合により以下の条件を兼ね合わせた対象者を優先することも考えられる

2

BMI18.5㎏/㎡以上 27人

※すでにエネルギーの不均衡が起きているという前提を踏まえ、できるだけ早期に広くアプローチすることを検討する。

電話・訪問等にて状況の確認

（２）口腔（オーラルフレイル・口腔機能低下者） （解説書Ver.1 P12～14）
A市① 条件：質問票④（咀嚼機能）⑤（嚥下機能）のいずれかに該当かつ

レセプト：過去１年間⻭科受診なし ⇒ 364人

リスト該当者 364人

口腔 ハイリスクアプローチ

抽出条件：
抽出結果：
アクション：

黒字

赤字

黒字

BMI≦20 かつ質問票⑥（体重変化）
に非該当、かつ要支援、要介護認定なし189人

⻭科医師・⻭科衛生士
口腔に関するプログラム 地域活動・通いの場

⻭科医師・⻭科衛生士の
健康教育・個別相談等

管理栄養士：栄養改善

かかりつけ⻭科医
⻭科医療機関

主治医

一体的実施が望ましい

口腔に関するプログラムが実
施されている市町村 口腔に関するプログラムが

実施されていない市町村

（２）口腔（オーラルフレイル・口腔機能低下者） （解説書Ver.1 P12～14）
A市① 条件：質問票④（咀嚼機能）⑤（嚥下機能）のいずれかに該当かつ

レセプト：過去１年間⻭科受診なし ⇒ 364人

要支援、要介護認定者101人+非認定者73人
要介護5：7人、要介護4：8人、要介護3：10人、要介護２：13人 要介護１：20人、
要支援２：16人、要支援１：27人

脳血管疾患39人、肺炎12人、認知症46人、
既往あり77人

リスト該当者 364人

既往なし94人

口腔 ハイリスクアプローチ

抽出条件：
抽出結果：
アクション：

黒字

赤字

黒字

かかりつけ⻭科医
⻭科医療機関

主治医

⻭科衛生士等による電話・訪問による確認
⻭科医師・⻭科衛生士
口腔に関するプログラム

地域包括

訪問看護
ステーション

居宅介護支
援事業所

口腔に関するプログラム
地域活動等 前頁

施設入所3人

必要に応じて⻭科訪問
診療等につなぐ

BMI≦20 かつ質問票⑥（体重変化）
に非該当、かつ要支援、要介護認定なし
189人

ソーシャルサポートなし22人

個別に通知
を送付

（３）多剤投薬者の服薬指導・服薬支援 （解説書Ver.1 P15～18）
A市① 条件：処方薬剤数「10以上」 ⇒ 2137人
➔「15以上」または「20以上」等で対象者を抽出し、個別支援が実施可能な人数まで候補者を絞る

要介護認定なし(一次候補者) 1314人

リスト該当者 2137人

除外： 823人
・介護認定あり：818人

要支援１：183人 要支援２：191人 要介護１：135人 要介護２：104人
要介護３：88人 要介護４：79人 要介護５：38人

・データ抽出当月までに資格喪失：21人

処方薬剤数
10～14：1079人
15～19：235人
20以上 ：45人
（二次候補者）

多剤

抽出条件：
抽出結果：
アクション：

黒字

赤字

黒字

受診医療機関数
1：186人 2：421人
3：384人 4：211人
5以上：112人
（二次候補者）

連続する過去３か月間に
処方があった月数
3か月連続：1170人
当月と他のひと月：132人
当月のみ：12人
（二次候補者）

地域包括等
へ情報提供

個別の相談・支援（訪問等）
医療機関での相談を勧奨

個別支援事業の
企画段階から、
主治医・保険薬
局と連携

8

（5）身体的フレイル（ロコモティブシンドローム含）のリスクがある者を抽出し、予防につなげる
（解説書Ver.1 P19～25）

A市① 条件：質問票①（健康状態）に該当かつ質問票⑦（歩行速度）に該当
または 質問票⑦に該当 かつ 質問票⑧（転倒）に該当 ⇒ 598人

ほとんどの対象者が何ら
か疾患で受診あり。主
治医との連携は必須

地域活動・通いの場へ案内
（全員に広報）

ポピュレーションアプローチ

（※⑬、⑭、⑮のべん図）

閉じこもりがち、配慮が必要な高齢者
⑬外出なし、または ⑭付き合いがない、
または ⑮相談者がいない64人

⑬

⑭
⑮

26人 18人6人

37人

9人 4人

①健康状態がよくない（91人）
⑭つきあいがない（29人)
⑮相談者いない（19人）
⑬外出していない（32人）
対象に対して、電話・訪問による確認
・地域の通いの場にもつなぐ

要支援・要介護あり:212人
【内訳】
要支援１:72人
要支援２:39人
要介護1：43人
要介護2：18人
要介護3：20人
要介護4：9人
要介護5：11人

リスト該当者 598人

要介護なし：386人

地域包括

保健師等の
面談

主治医

抽出条件：
抽出結果：
アクション：

黒字

赤字

黒字

身体的フレイル（ロコモ含む）

2人

8

図１



（5）身体的フレイル（ロコモティブシンドローム含）のリスクがある者を抽出し、予防につなげる
（解説書Ver.1 P19～25）

A市① 条件：質問票①（健康状態）に該当かつ質問票⑦（歩行速度）に該当
または 質問票⑦に該当 かつ 質問票⑧（転倒）に該当 ⇒ 598人

ほとんどの対象者が何ら
か疾患で受診あり。主
治医との連携は必須

地域活動・通いの場へ案内
（全員に広報）

ポピュレーションアプローチ

（※①、⑨、⑬のべん図）

外出機会が少ない高齢者
⑨週1回以上の運動なし、または
⑬外出なし 137人
（優先順位は①該当者:39人）

①

⑨ ⑬

114人 37人14人

173人

21人 21人

①健康状態がよくない（91人）
⑭つきあいがない（29人)
⑮相談者いない（19人）
⑬外出していない（32人）
対象に対して、電話・訪問による確認
・地域の通いの場にもつなぐ

要支援・要介護あり:212人
【内訳】
要支援１:72人
要支援２:39人
要介護1：43人
要介護2：18人
要介護3：20人
要介護4：9人
要介護5：11人

リスト該当者 598人

要介護なし：386人

地域包括

保健師等の
面談

主治医

抽出条件：
抽出結果：
アクション：

黒字

赤字

黒字

3人

9

身体的フレイル（ロコモ含む）

（６）重症化予防 （コントロール不良者） （解説書Ver.1 P26～28）
A市① 条件：HbA1c≧8.0％またはSBP≧160 mmHg or DBP≧100 mmHg かつ

対応する糖尿病・高血圧の薬剤処方履歴（1年間）なし ⇒ 58人

要介護度：施設は除外、居宅は対象とする：58人

糖尿病・高血圧の傷病名あり（抽出年度）30人

リスト該当者 58人

要介護3：１人、要介護２：4人 要介護１：1人

要支援２：１人、要支援１：１人

糖尿病・高血圧の傷病名なし 28人

包括等につなぐのも可

糖尿病・高血圧あり 8人
糖尿病のみあり 10人
高血圧のみあり 12人

電話・訪問にて状況確認・個別相談かかりつけ医との相談

重症化予防

健康状態伺い（通知）

抽出条件：
抽出結果：
アクション：

黒字

赤字

緑字

（うち、要介護認定者）

合計8人

※今回は、施設：０人

8

リスト該当者 735人

居宅要介護２以下を対象：529人

要介護 施設
115人

要介護居宅3～５
92人

要介護2以下
154人

要介護認定なし
375人

糖尿病薬・降圧剤が中止となっているが、理由が不明

➢ コントロールが良好もしくは高齢者であることを勘案して中止になっているのか

➢ 治療中断なのか

⇒ 以下の条件で抽出し、健診受診勧奨・健康状態伺いの重点対象者とする

⇒ 健診受診後、 健診結果もしくは本人からの返信状況を見て判断

（７）重症化予防 （糖尿病等治療中断者） （解説書Ver.1 P29～30）
A市③ 条件：抽出年度の健診履歴なし かつ

抽出前年度以前の3年間に糖尿病・高血圧の薬剤処方履歴あり かつ
抽出年度に薬剤処方歴なし ⇒ 735人

健診受診案内＋健康状態伺い 9

重症化予防

運動器疾患あり：112人（下記の病名重複あり）

（関節症84人、脊椎76人、骨折20人）

リスト該当者 663人

要介護認定なし 458人

要介護3以上：37人、要介護1～２：64人

要支援２：37人、要支援１：67人 合計：205人

（うち、循環器臓器障害）
基礎疾患：脳血管（109人）、虚血性（144人）、腎不全（27人）

（うち、その他基礎疾患）
がん（64人）、認知症（16人）、うつ（39人）、COPD（59人） 重複者あるため

合計278 人

上記の基礎疾患なし 180人

運動器疾患なし：68人
（年齢 75～79（35人）、80～84（23人）、85～（10人）

専門医等による運動処方

慢性疾患保有者ではフレイルが進行しやすい
（フレイル予備群への早期対応）

（８）重症化予防 （基礎疾患保有＋フレイル） （解説書Ver.1 P31～33）
A市④ 条件：糖尿病治療中もしくは中断 または

心不全、脳卒中等循環器疾患あり または
健診 HbA1c≧7.0％ かつ
質問票①、⑥、⑧、⑬のいずれかに該当 ⇒ 663人

リハ職のいるプログラム
もしくは整形外科医の運動処方

糖尿病、高血圧等を保有している者に対するフレイル対策
10

（うち、要介護認定者）

（※その他 当該年入院歴のある人 2人）

重症化予防

リスト該当者 ３人（３年間毎年受診 介護認定なし）

性別 年齢
服薬_多剤
処方当月

前年度と
の体重差

BMI
収縮期
血圧

拡張期
血圧

中性脂肪 HDL LDL HbA1c 尿蛋白 eGFR

男 84 1 ▲5.7 21.8 144 78 41 50 87 5.8 3(+) 67.6

男 79 1 1.3 25.3 163 109 222 49 184 7.5 5(+++) 37.3

女 77 0 ▲2.9 23.9 132 70 87 64 129 5.9 3(+) 57.3

①健康状
態

②心の健
康状態

③１日３
食きちん
と食べる

④半年前
に比べて
固いもの
が食べに
くい

⑤お茶や
汁物等で
むせる

⑥６ヵ月
で２～３
kg以上の
体重減少

⑦以前に
比べて歩
く速度が
遅い

⑧この１
年間に転
んだ

⑨ウォー
キング等
の運動を
週に１回
以上

⑩同じこ
とを聞く
などの物
忘れあり

⑪今日の
日付がわ
からない
時あり

⑫喫煙 ⑬週に１
回以上は
外出

⑭家族や
友人と付
き合いが
ある

⑮身近に
相談でき
る人がい

る

まあよい 満足 ○ × × ○ ○ × × × × × ○ ○ ○

ふつう やや満足 ○ ○ × × × × ○ × × × ○ ○ ○

ふつう 満足 ○ ○ × × × × ○ ○ × × ○ ○ ○

健診受診のみで医療につながっていない者

（９）重症化予防（腎機能不良未受診者） （解説書Ver.1 P34～36）
A市⑤ 条件：eGFR<45 または 尿蛋白（＋） かつ

医療未受診 ⇒ 3人

11

重症化予防

（1）健康状態不明者 （解説書Ver.1 P37～38）

A市 抽出年度をR2年度 とした場合
抽出基準：A）かつ B）かつ C）

A) 健診：抽出年度および抽出前年度の２年度において、健診受診なし
B) レセプト：レセプト履歴なし
C) 介護：要介護認定なし

現時点での健康状態不明者（R3年度把握者除外分）：193人

医療機関数ゼロ＆薬剤処方ゼロ 164人

リスト該当者 214人

以下、支援の流れ例は次スライド

健康状態不明者

12

R3 健診受診あり 8人
R3 要介護認定あり 7人
R3 医療受診あり（糖尿病4人、高血圧10人）

後期高齢者の質問票を郵送等

※最新年で把握できた者を除外

※最新年で抽出された医療機関受診者を除外

※重複者有り：●人



－ 1 － 

「一体的実施・KDB支援ツール」の活用状況 

「一体的実施・KDB支援ツール」を活用していますか。 

図表.「一体的実施・KDB支援ツール」の活用状況 

ツ- ルを用いてデ- タを抽
出し、活用している

591
34%

抽出したデ- タの提供を受けて活
用している

53
3%

使うことを検討中である
639
37%

使う予定はない
84
5%

未定
373
21%

無回答
1

0%

N=1741

「一体的実施・KDB支援ツール」の活用場面 

 どのような場面で使っていますか（使おうとしていますか）。（複数回答） 

図表.「一体的実施・KDB支援ツ－ル」の活用場面（複数回答） 

＜「一体的実施・KDB支援ツール」を活用（予定）している市町村＞ 

事業計画（各事業対象者の概
数把握）

対象者の抽出

保健事業の優先順位の検討

事業評価

その他

無回答

900 

1,081 

474 

368 

9 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,283)

役立つ
293
17%

まあまあ役立つ
437
25%

あまり役立たない
28
2%

全く役立たない
2

0%

見ていないので
分からない

623
36%

ツ- ルを活用していな
いため読んでいない

358
20%

無回答
0

0%

N=1741

図２．厚生労働省一体的実施実施状況調査（抜粋）　2023年11月



一体的実施・実践支援ツール（研究班版二次加工ツール）

本ツールでは、一体的実施の企画、実践、評価の各場面にあわせ、「一体的実施・KDBシ
ステム活用支援ツール」で作成されたCSVを活用し、総括表、各事業の抽出フロー、対象者
リスト、保健事業対象者の個別管理・記録、アウトプット評価、広域連合集計などを作成し
ます。保健事業・データヘルス計画における標準化、KDBに慣れていない保険者でも操作可
能な簡便性、エクセルの処理能力などを勘案し、基礎的かつ標準的な方式を示すものです。
深掘り分析が必要な場合には、CSVデータの分析、もしくはKDBシステム本体からの独自の
視点で抽出を行うこととなります。
一体的実施メニューの中で、一部の事業しか実施していない自治体も現状では少なくあり

ませんが、まずは対象者の概況を把握することで、事業の偏りがないか、いままで見えてい
なかったことはないか、チェックしてください。

【作業手順】
Ｓｔｅｐ 0．研究班版二次加工ツールをインストールする
↓
Step１．一体的実施・KDBシステム活用支援ツール（国保中央会）により、

10の抽出条件のCSVファイルを作成する
↓

Step 2.  研究班版二次加工ツールを立ち上げ、上記のＣＳＶを読み込む
↓

Step 3 メニュー１ 総括表で全体像を把握する
↓

Step４． 個別事業のフロー、対象者リストを確認する
↓

Step5. メニュー２ 対象者の個票管理、事業管理をおこなう

（１）概要

実施日
データ初期化 2023/1/13 総括表（年齢性別対象者一覧）

ファイル取込み 2023/1/13 総括表（事業間の関連一覧）

データ集計 2023/1/13 事業1　低栄養

事業2　口腔

事業3　多剤

事業4　睡眠薬

事業5　身体的フレイル

事業6　重症化予防（受診勧奨事業）

システム初期化 事業7　重症化予防（受診中断者）

事業8　重症化予防（糖尿病フレイル合併）

事業9　重症化予防（腎症・CKD）

事業10　健康状態不明者

処理メニュー 事業対象者詳細

メニュー２へ

高齢者保健事業の一体的実施支援ツール

基本編 Vo.5 20221006

個別帳票 出力日 外部取込日

広域連合集計

事業9　重症化予防（腎症・CKD）

事業10　健康状態不明者

事業2　口腔

事業3　多剤

事業4　睡眠薬

事業5　身体的フレイル

事業6　重症化予防（受診勧奨事業）

事業7　重症化予防（受診中断者）

事業8　重症化予防（糖尿病フレイル合併）

リスト 外部出力

リスト

2023/1/13

外部出力リスト

2023/1/13

広域連合集計 事業履歴データベース

2023/1/11 2023/1/11

2023/1/13

2023/1/11

2023/1/13

リスト 外部出力

リスト 外部出力

事業対象者処理

2023/1/13

2023/1/11

外部出力

履歴情報集計

メニュー１へ

事業1　低栄養 リスト 外部出力

データ閲覧

作業ファイル取込み 履歴更新

リスト 外部出力

リスト 外部出力

リスト 外部出力

リスト

外部出力

高齢者保健事業の一体的実施支援ツール

追加機能編 Vo.5 20221205

1



（２） 総括表：対象者全体の概数を把握する

Ⅰ．概況（KDBツール・一体的実施抽出基準該当者数） 戻る

#REF!年 #REF!月 #REF!日 抽出 6903人

男性 女性 全体

～74 75～79 80～84 85～89 90～ 計 ～74 75～79 80～84 85～89 90～ 計 計

1低栄養 1 16 15 8 3 43 0 23 13 7 4 47 90

2口腔 1 67 74 20 10 172 2 54 55 30 17 158 330

3多剤 210 1121 829 364 105 2629 271 1346 899 529 343 3388 6017

4睡眠薬 2 24 22 18 8 74 1 45 40 25 12 123 197

5身体的フレイル 3 91 91 58 21 264 3 128 103 69 33 336 600

6コントロール不良 4 20 9 4 3 40 2 23 14 5 1 45 85

7糖尿病治療中断 14 59 72 41 14 200 16 74 68 63 68 289 489

8
重症化予防（フレイル
合併）

4 134 135 77 27 377 6 152 145 84 40 427 804

9腎機能不良 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1

10健康状態不明者 7 32 5 5 2 51 8 32 23 10 2 75 126

介護認定の状況
施設
入所

入院歴
あり

配慮すべき疾患あり（傷病名より抽出）

要支援
要介護１．
２

要介護
3以上

脳血管
疾患

虚血性
心疾患

腎不全 がん 認知症 うつ COPD
合計
（重複を除く）

1低栄養 17 4 3 0 29 5 14 3 17 11 7 12 46

2口腔 52 25 10 1 73 19 68 9 49 22 19 30 153

3多剤 508 526 416 111 1545 267 1074 322 962 698 394 521 3049

4睡眠薬 46 24 12 1 68 11 54 6 32 28 23 32 127

5身体的フレイル 116 65 27 1 170 34 156 33 101 62 51 77 345

6コントロール不良 3 5 1 0 13 0 4 2 11 5 2 4 24

7糖尿病治療中断 46 88 138 88 213 16 88 64 91 93 41 67 273

8
重症化予防（フレイル
合併）

127 79 30 2 267 63 258 51 138 84 64 103 503

9腎機能不良 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10健康状態不明者 2 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）各抽出条件における対象者の絞り込み

実施日
データ初期化 2023/1/13 総括表（年齢性別対象者一覧）

ファイル取込み 2023/1/13 総括表（事業間の関連一覧）

データ集計 2023/1/13 事業1　低栄養

事業2　口腔

事業3　多剤

事業4　睡眠薬

事業5　身体的フレイル

事業6　重症化予防（受診勧奨事業）

システム初期化 事業7　重症化予防（受診中断者）

事業8　重症化予防（糖尿病フレイル合併）

事業9　重症化予防（腎症・CKD）

事業10　健康状態不明者

処理メニュー 事業対象者詳細

メニュー２へ

高齢者保健事業の一体的実施支援ツール

基本編 Vo.5 20221006

例）メニュー１
事業１ 低栄養をクリック



（４） 対象者の絞り込み後の重複状況の把握

3

Ⅱ．各項目の重複状況（本ツールによる絞り込み後：事業対象者候補）

コントロー
ル不良

糖尿病
治療中断

重症化予
防（フレイ
ル合併）

腎機能
不良

1 低栄養 0 0 1 3 0 0 3 0 0 2 14 19

2 口腔 0 1 2 1 0 0 0 0 0 7 11

3 多剤 0 1 0 0 0 0 0 0 3 4

4 睡眠薬 13 0 0 5 0 0 5 11 26

5 身体的フレイル 0 0 12 0 0 6 42 67

6
コントロール不
良

0 0 0 0 0 9 10

7
糖尿病治療中
断

0 0 0 0 34 34

8
重症化予防
（フレイル合併）

0 0 5 15 30

9 腎機能不良 0 0 0 0

10
健康状態不明
者

0 16 16

身体的
フレイル

低栄養 口腔 多剤 睡眠薬

重症化予防
健康状態
不明

3個以上
重複数

単独
（他の

該当なし）
total

個別管理表 全印刷 印刷 前へ 次へ 戻る

口腔
対象者ID 248822 参加フラグ 2 page 1

氏名  新フラグ 2 ﾄｰﾀﾙ 11

事業コメント

他コメント

セル名 内容 セル名 内容 セル名 内容 セル名 内容

出力日 20220413 傷)誤嚥肺 - ⑦歩行速度 事業10 2
2 傷)感染肺 - ⑧転倒 事業10date

氏名  傷)貧血 - ⑨運動習慣
性別 男 傷)COPD - ⑩物忘れ
生年月日 19281122 多剤当月 0 ⑪失見当識
年齢 92 多剤前月 0 ⑫喫煙
住所  多剤前々月 0 ⑬外出
被保番号 345459 睡眠薬 - ⑭交流
保険者番号 39995627 脂質薬 - ⑮サポート
地区コード 3 医療機関数 0 健診(R03) -
KDB個人番号 99000345459 歯周病等 - 健診(R02) -
後期取得日 20080401 義歯等 - 健診(R01 -

事業メニュー単位で個別管理表作成

事業メニュー全体の集計についてはリスト管理

（５） 保健事業の実施～個別管理表



（６） 保健事業の事業評価

一体的実施の評価では、アウトプット評価、アウトカム評価が求められます。（５）の個別
管理表の参加フラグを更新することで、アウトプット評価を行うことができます。

項目 低栄養 口腔 多剤 睡眠薬
身体的
フレイル

治療不良 治療中断
糖尿病
フレイル

腎臓病 不明者

リスト数 24 102 30 36 96 10 58 124 0 16
対象者数 19 11 4 26 67 10 34 30 0 16
呼びかけ数 15 4 0 0 67 10 34 30 0 0
参加者集計 10 3 0 0 50 8 20 15 0 0
修了者集計 9 2 0 0 40 8 15 10 0 0
勧誘率 79% 36% 0% 0% 100% 100% 100% 100% 0%
参加者率 53% 27% 0% 0% 75% 80% 59% 50% 0%
終了率 47% 18% 0% 0% 60% 80% 44% 33% 0%
参加割合 67% 75% 75% 80% 59% 50%
終了割合 90% 67% 80% 100% 75% 67%

メニュー２ 履歴情報集計をクリック

（７） 広域連合における状況の把握

広域連合では、データヘルス計画や毎年の事業計画、市町村との相談のために、市町村ご
との該当者数を把握することが求められます。実践支援ツールでは、市町村別（保険者番
号別）に10の抽出条件の該当者数（リスト数）および一定の選定条件での対象者数を把握
することができます。広域表連合集計のページから「集計」をクリックして作表してくだ
さい。
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